
障害者の地域生活の推進に関する検討会 ヒアリング 

 

日本精神科病院協会 江原良貴 

 

1）グループホーム対象の状態像 

現在行われている、障害者総合支援法医師意見書では精神障害の機能評価を行う

際、精神症状・能力障害二軸評価と生活障害評価で評価している。 

 この二軸評価を用いて我々は平成 18 年度に～精神一般病棟・精神療養病棟に「1

年以上継続して入院」している患者調査～ を行った。（認知症患者は除く。）18,608

人の患者を二軸評価したものである。 

図から見てわかるように 60％の人が 5 群（活発な精神症状を認め、人格水準の低

下が著しく常時厳重な注意や見守りを要する。日常生活または社会生活に著しい制

限を受けており、常時援助を要する。） 

 しかしながら図Ｑ13-3 が示すように「現在の状態でも、受入条件が整えば退院可

能」の二軸評価を見てみると 1、2、3 群に属する人が 720 人中 564 人（78.3％）に

達しこれらの人が自宅やグループホームの対象になるのではないかと考える。 

二軸評価で見てみると、 

精神症状評価 3：精神症状、人格水準の低下、認知などにより意思の伝達や現実検討

にいくらかの欠陥がみられるが、概ね安定しつつあるか、または固定化されている。

逸脱行動は認められない。または軽度から中等度の残遺症状がある。対人関係で困

難を感じることがある。 

能力症状評価 3：精神症状を認め、日常生活または社会生活に著しい制限を受けてお

り、時に応じて援助を必要とする。 

 

平成 18 年に行った「精神科病院退院後の精神障害者に対する医療サービスと障害者

自立支援サービスの効果に関する調査報告書」で見ても実際に自宅・グループホー

ムで生活している 73.4％の人がこの群に属していた。 
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2）重度訪問介護対象の状態像 

 1）で示した状態像より精神症状評価が少し重い状態か能力障害評価が重い人。 

つまり 

精神症状評価 4：精神症状、人格水準の低下、認知などにより意思の伝達か判断に欠

陥がある。行動は幻覚や妄想に相当影響されているが逸脱行動は認められない。あ

るいは中等度から重度の残遺症状（欠陥状態、無関心、無為、自閉）、慢性の幻覚妄

想などの精神症状が遷延している。または中等度のうつ状態、そう状態 

能力障害評価 4：精神症状を認め、日常生活または社会生活に著しい制限を受けてお

り、常時援助を要する。 

この状態像に属する群が重度訪問介護対象の状態像だと考える。 

 

・大切なことは、精神症状は断薬や、ちょっとした環境の変化で症状が変わるとこ

ろにある。つまり 1，2，3 群でグループホームにて生活していた人が何かのきっか

けで症状悪化することはしばしばみられる。そのような場合に再入院するのでなく、

リスパイト医療やアウトリーチ医療などで対応し、重度訪問介護が加わってくれた

ら再入院阻止の可能性は随分大きくなる。医療と福祉の両輪がうまくかみ合って初

めてうまくいくと考えている。また、長期的な重度訪問介護もあるが、短期集中的

（1.2 週間）の重度訪問介護も必要でないかと考える。 

 

地域相談支援について 

現在、地域移行支援はグループホームに移行する人でも可能であるが、地域定着支

援はグループホームの入居者は対象外となっている。グループホームからアパート

や自宅に移る人もいると考えられる。その場合、グループホームの職員によって相

談支援が行われると思うが、今回の統一で外部サービス利用規則の見直しが行われ

た。入院中から色々と係わってくれたなじみの相談支援専門員がグループホームに

入所した後も係わってくれるのは大切だと考える。相談専門員も外部のサービスを

利用するのも可能にしてもらいたい。 
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１．対象者
（地域移行支援）
○ 障害者支援施設、のぞみの園、児童福祉施設又は療養介護を行う病院に入所している障害者

※ 児童福祉施設に入所する18歳以上の者、障害者支援施設に入所する15歳以上の障害者みなしの者も対象。

○ 精神科病院（精神科病院以外で精神病室が設けられている病院を含む）に入院している精神障害者。

→ 長期に入院していることから支援の必要性が相対的に高いと見込まれる１年以上の入院者を中心に対象。

１年未満の入院者は、特に支援が必要な者（措置入院や医療保護入院から退院する者で住居の確保などの支援を必要とするものや
地域移行支援を行わなければ入院の長期化が見込まれる者など）を対象。

※ 地域移行支援の支給決定主体は、障害者支援施設等に入所する者と同様に、精神科病院を含め居住地特例を適用。
（入院・ 入所前の居住地の市町村が支給決定）

（地域定着支援）
○ 以下の者のうち、地域生活を継続していくための常時の連絡体制の確保による緊急時等の支援体制が必要と見込まれる者。

･ 居宅において単身で生活する障害者

･ 居宅において同居している家族等が障害、疾病等のため、緊急時等の支援が見込まれない状況にある障害者

→ 具体的な対象者のイメージは、施設・病院からの退所・退院、家族との同居から一人暮らしに移行した者、地域生活が不安定な者等

→ グループホーム・ケアホーム、宿泊型自立訓練の入居者については、対象外。

※ 地域相談支援の給付決定に当たっては、障害程度区分認定調査に係る項目を調査（障害程度区分の認定は不要）

ただし、従前の国庫補助事業支援対象者については調査を実施しないことも可。（更新時は調査が必須）

地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）

２．サービス内容

（地域移行支援）

住居の確保その他の地域における生活に移行するための活動に関する相談その他の厚生労働省令で定める便宜を供与。

→ 「その他厚生労働省令で定める便宜」は、地域移行のための障害福祉サービス事業所等への同行支援等。

（地域定着支援）

常時の連絡体制を確保し、障害の特性に起因して生じた緊急の事態等に相談その他の便宜を供与。

→ 「常時の連絡体制」については、携帯電話による体制によることも可。また、緊急の事態に対して速やかに駆けつけられる体制を確保
することが前提。

→ 「その他の便宜」については、障害福祉サービス事業所等との連絡調整等の緊急時の各種支援を想定。
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